
平成２６年度　政策評価シート シート記入者

１．総合計画基本構想のまちづくりの目標体系における位置づけ

①基本理念

②政策目標

２．政策目標における達成方針等

３．政策推進コスト

従事職員数
常 常勤職員

再任用職員

臨時職員

（行政経営の展開による視点等）

４　人々が行きかい　自然と共生する便利で快適な　まちづくり

部局長氏名 大野木　英夫

対前年度比（増減率） - 103.8% 98.0% 106.2% 97.6%
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▼政策推進コストについては、平成23
年度から平成27年度まで、おおむね決
算額の1.2％で推移している。
▼従事職員は減少傾向にあるが、部内
で助け合うチーム型の組織づくりを推
進することにより、一定数の職員で取
り組んでいる。

計画額
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１０　魅力にあふれ住み続けたいまち

２７年度
決算額

３７　住みやすく住み続けたいまちをつくる

決算額 予算額

３８　美しい景観を形成し、命をはぐくむみどりを保全・再生・創出する

○都市計画制度が適正に運用され、市街地と自然の良好なバランスが保たれている。
○地域特性を生かしたきめ細かなルールで、秩序ある土地利用や良好な住環境が維持・創出されている。
○中心市街地や都市拠点の利便性が高まり、徒歩や公共交通、自転車を利用する割合が高まっている。
○都市の防災性能が向上している。
○地域特性を生かした魅力ある景観を、市民・事業者・行政が一体となって、維持・創出している。
○豊かな自然環境が保全され、身近にみどりが感じられる。
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都市部 １０　魅力にあふれ住み続けたいまち

４０　開発行為時の規制と秩序あるまちづくりを促進する
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部局名

③施策目標 ３６　地域特性を生かした都市空間をつくる ３９　安全で秩序ある住環境を形成する

２３年度 ２４年度

目指すべき将来像

目標達成に向けたこれまでの達成方針
▼昭和45年に都市計画決定した市街化区域と市街化調整区域の区分を基本として、市街地と自然の良好なバランス
を保ち、魅力と活力のある都市空間の形成を図る。
▼地域の特性を生かした秩序ある土地利用と良好な住環境を維持・保全するための適切な規制や誘導を行い、魅力
あるまちなみや景観を保全・創造する。
▼低炭素社会や超高齢社会の到来を見据え、徒歩や公共交通、自転車の利用など、環境負荷の少ない交通体系の形
成を進め、公共交通利用回数の増加を図る。
▼安全で安心して住み続けられるまちの形成に向けて、地域主体の防災都市づくりを推進しながら、住宅・建築物
の耐震補強や建て替えを促進する。
▼生物多様性のある豊かな自然環境を次世代へ継承するとともに、生活の中で身近にみどりを感じることができる
よう、市街地の緑化を推進する。
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0

64 人

　　　一般財源

31,033

財
源
内
訳

0

64 人

756,659

決算額

58 人

482,828

2 人

267,858

1 人

2.90% 2.90%

2207 人 2207 人

1 人
3 人非常勤嘱託員・非常勤嘱託職員

757 

785 
770 

817 

798 66人

67人
66人

64人 64人

720

740

760

780

800

820

840

62 人

63 人

64 人

65 人

66 人

67 人

68 人

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

政
策
推
進
コ
ス
ト

百万円

従
事
職
員
数

人数



４．政策目標達成に向けた取り組みの評価

順調 大きく遅れている

27年度目標値達成可能 27年度目標値達成困難

あり なし

（ ）

指標設定の考え方

５．個別審議会等からの評価・意見等

□ 達成 ■①政策目標達
成に向けた指
標の進捗状況

④新たな指標
設定の有無

□ 遅れている

②これまで
の取り組み
と成果

□

【①政策目標の達成状況及び効果の状況】

▼都市計画制度の適切な運用については、市街化区域を対象とした建築物の高さ規制区域の拡大（平成22
（2010）年4月）や第一種及び第二種低層住居専用地域における敷地面積の最低限度の設定（平成24（2012）
年2月）、地区計画制度の活用（美住町地区（平成23年8月）ほか2地区）を進めてきた。長期的な視点で見ると、
今後それぞれの制度に沿った建築物の新築や建て替え等が進むことにより、周辺環境に配慮した良好な住環
境が保全され、地域の特性を生かした街並みが形成されることが期待できる。
▼少子高齢化の進行や都市の低炭素化の推進の流れを踏まえ、人と環境にやさしい交通体系の構築に向けた
取組として、予約型乗合バスの導入（平成25年度）やコミュニティバスのルートの見直し、ちがさき自転車プラン
の改定（平成25年度）、自転車走行・利用環境の整備等を進めてきた。これにより、鉄道、路線バス、コミュニティ
バスのいずれも順調に乗降客数が増加している。また、平成２４年に制定された「都市の低炭素化の促進に関
する法律」を踏まえ、平成２６年度に、本市における都市の低炭素化の推進を図るための計画策定を進めてい
る。今後、当該計画に基づく施策（公共交通やみどり、エネルギーその他低炭素化の推進を図るための取組等）
を推進することにより、環境負荷の少ない持続可能なまちづくりを構築する。
▼高齢者や障害者の移動の利便性や安全性の向上を図るため、建築物のバリアフリーに関する指導を実施す
るとともに、バリアフリー基本構想や公共サインガイドラインの策定を進めている。
▼市民の生命・財産を守り、災害に強い都市の実現に向けて、災害時における自助・共助の強化を図るため、
防災まちづくりワークショップ（JR以南の5地区）の開催や防災に関する各種情報提供を行い、地域主体の防災
都市づくりを推進してきた結果、自主的な取り組みを進める地域も見受けられるようになった。また、住宅・建築
物の耐震化を促進するため、建築物の耐震改修に対する補助や市民・事業者と協働による耐震化促進に関す
る周知啓発活動を継続的に行ってきた。
▼地域らしさを感じさせる魅力的な景観を守り・育て・創造するため、景観重要公共施設の指定（３件）や景観重
要樹木の指定（２件）を行った。また、生物多様性のある自然を守り、次世代へ継承するため、市域の貴重なみ
どりの一つである清水谷を特別緑地保全地区に指定（平成23年度）し、市民活動団体と協議して保全管理計画
を策定することができた。

【②戦略的な政策展開の状況】

▼都市部では、第２次実施計画期間において１１５事業（政策的事業38・定例定型的事業77）を臨時職員等を
含めた約６５名の人員で運営している。職員が業務に対して自信と誇りを持つことができる職場環境をつくり、助
け合い、学びあうチーム型の組織づくりに取り組んできた結果、効率的に業務を遂行することができた。
▼部内横断的な取組については、スケジュール管理によるマネジメントを適切に行うとともに、業務遂行上必要
となる情報は、部局を超えて発信・共有するよう努めてきたことにより、効果的に業務を進めることができた。

③課題認識
とその解決
に向けた取
り組みの視
点

１．安全安
心の強化
２．少子高
齢化への対
応
３．地方分
権への対応
４．評価結
果への対応

▼災害時において市民が自らの命を自ら守る自助のフェーズ（発災から避難までの段階）に重点を置き、住宅
の耐震化の促進や家具の転倒防止対策、緑地などの防災空間の確保などの施策を展開する。
▼住宅の耐震化については、所有者の高齢化や経済的な理由から、今後耐震化の伸び率が鈍化していくこと
が懸念される。このような傾向を踏まえ、木造住宅や分譲マンション、特定建築物の耐震化に関する周知啓発
は、これまでと同様、継続して実施するとともに、被災時の復旧・復興において動脈である緊急輸送路や避難路
沿いの建築物の耐震化に重点を置いた取組を進めることが必要である。また、防犯・防火・防災等様々な視点
から空き家・空地への対策も必要である。
▼みどりについては、環境保全やレクリエーション、景観形成としての機能のほか、自然災害や火災の緩和・防
止や災害時の避難の場としての防災機能としての機能を有するが、宅地開発に伴う都市化の進行に伴い、茅ヶ
崎らしいみどり豊かな自然環境や快適なまちなみが失われつつある。みどりの減少を食い止め、保全・再生・創
出を図っていくことが課題となっており、平成２７年度を目途に、みどりの保全を図る包括的なルールの整備を図
る。
▼高齢者、障害者等の自立した日常生活や社会生活を確保することの重要性にかんがみ、「歩いて暮らせるま
ちづくり」や「引きこもらず外に出たくなるまちづくり」を目指すことが重要である。このため、現在整備が進められ
ている拠点への都市機能の集約化を見据え、都市の低炭素化の推進や公共交通の充実・利用促進、建築物そ
の他のバリアフリー化の推進、まちのみどりの保全・再生・創出などの施策について、相互に連携を図りながら有
機的に取り組んでいく。

指標名

□

■

▼茅ヶ崎市環境審議会、茅ヶ崎市みどり審議会から「茅ヶ崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」の見直しに
早期に着手するよう求められている。
▼茅ヶ崎市景観まちづくり審議会から社会情勢や茅ヶ崎市景観計画（第一次）の分析を踏まえ、平成30年度からの
茅ヶ崎市景観計画（第二次）のビジョンを明確にしていくよう求められている。



６．政策目標の達成状況

指標の達成状況分析
▼鉄道、路線バス、コミュニティバスのいずれもが順調に乗降客数を増やしてきた結果、年間公共交通利用回数は、平成27年
度までの目標値を平成25年度に達成し、順調に進捗している。
▼今後は、辻堂駅周辺地区の開発による流入人口の増加による影響も加味することが必要である。

目標値

-

87.0%

2

指標名 目標設定の考え方

年間公共交通利用回数（市民一人当
たり）

　鉄道、路線バス、コミュニティバスのそれぞれの利用者数をベースとし、その年
度の人口で割り返すことにより、市民１人当たりの年間の公共交通利用回数を測
る。
　進展する高齢化社会を見据えつつ、交通事業者と連携を図りながら、公共交通の
利用促進に向けた取り組みを行う。
　平成１７年度385.5回から平成２１年度は401.5回と増加しており、過去の伸び率
を勘案し、毎年1％程度増加させることを目標とした。

100.1% - - - -

430.5回 - - - -

対27年度 89.6% 93.3% 93.0% 96.3%

- - - 430.2回 455.5回

実績値 385.5回 401.5回 400.1回 414.3回

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度

目標値 - （基準値） - -

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

２６年度 ２７年度 ３２年度

-

　緑の保全・再生・創出が効果的に実施できているかを測る。
　平成２１年度に「みどりの基本計画」を策定し、緑地の適正な保全や緑化の推進
に関する施策として、特別緑地保全地区の指定や「茅ヶ崎市緑の保全及び緑化の推
進に関する条例」の見直しを行う。
　みどりの基本計画策定時から計画終期の緑地面積率の伸び率を勘案し、4.6%増加
させることを目標とした。

２５年度

２７年度

-

-- （基準値） -

指標名

▼市域の緑地面積は緩やかに増加しているものの、茅ヶ崎市みどりの基本計画の策定時に設定した伸び率（年0.5%増）には
至っていない。
▼みどりの保全や緑化の推進を図るため、生け垣保全事業や保存樹林・樹木事業、グリーンバンク事業や記念樹配布事業など
様々な取組を実施してきた。
▼都市化の進行に伴い、茅ヶ崎らしい豊かな自然環境や生きものの生息空間が失われつつあり、みどりの保全・再生・創出を
図っていくことが喫緊の課題となっている。

指標の達成状況分析

実績値 17.4% -

-対27年度

２４年度

市域面積における緑地面積率

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

-

- -

- -17.9%

22.0%

- - -

-

- 20.0%

-

3

指標名

89.5%-

目標設定の考え方

- -94.4%

1

指標の達成状況等分析

-

-28.5%

-

30.2% 31.2%

「まちなみ・景観に満足している」
と思う市民の割合

目標設定の考え方

28.8% - -

２１年度

-

- -

２６年度

　景観形成などの取り組みが効果的に実施できているかを測る。
　平成21年度に実施した「まちづくり市民満足度調査」において、「茅ヶ崎市の地
域の特性や魅力をいかしたまちなみ・景観には現在どのくらい満足しているか」を
聞いたところ、「大変満足している2.5％」、「ある程度満足している26.7%」とい
う結果になった。平成32年度までに「大変満足している」、「ある程度満足してい
る」と回答した人を2%増加させることを目標とした。

３２年度17年度

-

- 29.2%

目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

-

-

▼茅ヶ崎市のまちづくり市民満足度調査において、「まちなみ・景観に満足している」と思う市民の割合は、平成２１年度の
基準値と比較し、平成24年度及び平成26年度は横這い傾向にある。
▼一方、手紙による市政アンケート調査における「地域の特性や魅力を活かしたまちなみ・景観への現在の満足度」に対する
回答は、平成２２年度は「満足している」と「どちらかというと満足している」を合わせると34.6%であり、以後、同調査に
おいて、平成２３年度は34.9％、平成２５年度は41.6％と上昇傾向にある。
▼景観重要公共施設の指定等（2件）、景観を意識した公共施設整備を推進してきたことが要因となっていると分析してい
る。

実績値

-（基準値） -

96.7% -対27年度 -95.4%



７．政策目標を支える施策目標の状況

３６　地域特性を生かした都市空間をつくる 担当課名　都市計画課

10人

事業実施コスト

常勤職員数

目標値

36,506 14,785

-

7件 8件

部局内での割合 14.8% 14.5% 16.1%

10人 10人

12.1%

２０年度
決算額

従事職員概算コスト

対前年度比（増減率）

91,522

- 5.5% -18.3%

130,132

　特定建築物や住宅の耐震化率を向上するための取り組みが効果的にできているか
を測る。
　平成１８年度の耐震化率は、特定建築物83.3%、住宅65.4%となっている。平成１
９年度に「茅ヶ崎市耐震改修促進計画」を策定し、災害に強いまちづくりを目指し
て、平成２７年度までに特定建築物及び住宅の耐震化率を90.0%とすることを目標と
した。今後は、耐震化率の進捗管理を実施し、動向を踏まえながら、平成３２年度
の目標値の設定を行う。

３２年度

- 86.1% 86.7%

-90.0%（基準値）

4

指標名 目標設定の考え方

17年度 ２１年度 ２２年度

96.8%

--

- -

-

87.1%

-

-

-

95.7% 96.3%

-実績値

２３年度 ２４年度

対27年度

109,970

指標の達成状況等分析
▼住宅及び特定建築物の耐震化率の向上を図るため、木造住宅及び特定建築物に対する補助事業や市民・事業者と協働した耐
震化促進に関する周知啓発活動を実施してきた。
▼耐震化の伸び率を分析すると、対象建築物の所有者の高齢化や経済的負担が大きいことなどが要因となり、平成27年度の目
標値の達成は難しい状況にある。
▼平成２５年度における「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の改正に伴い、住宅の耐震化に関する新たな目標が定めら
れたことから、この目標を踏まえた指標の設定や茅ヶ崎市耐震改修促進計画の見直し等を行うことが必要である。

-

101,724

10 人

116,042

２５年度 ２６年度 ２７年度

建築物の耐震化率
上段：特定建築物
下段：住宅

26,376

一般会計

施策目標の達成に向けた取り組み方針

90,246

12.7%

２３年度
決算額

-

78,752

66.7%

- - 2人 2人

　快適な住環境が誘導されているかを測る。地区計画制度の啓発を実施し、
地区の実情にあったきめ細やかな規制・誘導を行う。

-9件

24,865

-9.2%

12,567

目標値 -

66.7%

- - -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど

対27年度

１７年度

-

-

100.0%

２４年度
-

56%

指標設定の考え方

83,489

9 人

2人

83,989 78,752

10人

93,626

2人

10人 9人

2人 2 人

２７年度
9件-

77.8% 88.9%

- 8件

▼地区計画の導入状況については、平成２７年度までの目標値（９件）を平成２５年度に達成し、順調に進捗している。
▼施策目標である地域特性を生かした都市空間の形成を図るため、都市計画制度を適切に運用するとともに、用途地域の見直
しやその他の地域地区と地区計画制度などの選択的又は併用的な活用を進めてきた。
▼快適な住環境を整備するに当たり、地域におけるきめ細やかなルール作りを進めるには、住民その他利害関係を有する者の
合意が不可欠であるが、この合意形成には一定の期間を要する。
▼地区計画制度など住民の発意を促すためには、継続的に住民への周知啓発に努めていく必要がある。

-

実績値

3.3%

-

6,757 22,972

-6.5%

定例的・定型的事業数

-

12.4% 13.2%

2件政策的事業数

２６年度２３年度

96,556

職員数 2 人17件

（単位：事業、職員ｺｽﾄ 千円／職員数 人）

- -

- -

２６年度
予算額

常勤

２１年度
決算額

▼農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保するため、適正な制限のもとに
土地の合理的な利用が図られるべきことを基本理念とした都市計画制度を適切に運用する。
▼住宅など実情に沿った土地利用を進めるため、用途地域の見直しやきめ細やかに地域ごとのルールを定めることができる地
区計画制度を活用する。

２５年度
決算額

その他

5件

85,105

6件

２２年度
決算額

２５年度

14.0% 12.3%

6件

106,307

２４年度
決算額

11.7%

２７年度
計画額

施策推進コスト

２１年度 ２２年度

その他の職員

地区計画を活用して快適な住環境の整備を
規定した制度の導入件数（累計）

85,035

３２年度

10人

施策目標の達成状況を測る指標

105,128

-

31,007

17年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度

目標値 - （基準値） - - - - - 90.0% -

実績値 - 77.8% 79.4% 80.5% -

対27年度 - 86.4% 88.2% 89.4% - - - - -

- - - -



３７　住みやすく住み続けたいまちをつくる 担当課名　都市政策課
職員数 常勤 8 人 その他

施策目標の達成に向けた取り組み方針
▼人口減少、超高齢社会に対応し、本市の地域特性を活かした都市づくりをさらに進めるため、都市づくりの指針である都市
マスタープランを推進する。
▼本市の住宅政策の方向性を定めるため、住環境整備事業の調査・研究をするとともに、災害に強いまちづくりや事前復興対
策を検討するため、都市防災推進事業を進める。
▼鉄道、路線バス、コミュニティバスの運行など、交通事業者等と連携し、利用しやすい公共交通体系を構築する。あわせ
て、自転車の安全で快適な走行空間の確保を図るため、指針となるちがさき自転車プランを推進する。

政策的事業数 18件 定例的・定型的事業数 4件

一般会計
２０年度
決算額

２１年度
決算額

２２年度
決算額

２３年度
決算額

２４年度
決算額

２５年度
決算額

２６年度
予算額

２７年度
計画額

施策推進コスト 255,171 234,252 213,155 190,442 219,367 213,721 231,475 205,155

対前年度比（増減率） - -8.2% -9.0% 15.2% -2.6% 8.3% 8.3% -11.4%

部局内での割合 34.5% 29.3% 26.3% 25.2% 27.9% 27.8% 28.3% 25.7%

事業実施コスト 190,162 167,090 150,032 126,128 152,449 144,476 166,466 140,146

従事職員概算コスト 65,009 67,162 63,123 64,314 66,918 69,245 65,009 65,009

常勤職員数 8人 8人 8人 8人 8人 8人 8人 8 人

その他の職員 - - - - - - - -

施策目標の達成状況を測る指標 指標設定の考え方

年間公共交通利用回数
市民が公共交通機関をどれだけ利用しているかを測る。公共交通に対する
様々な取り組みを推進した結果を指標で確認する。

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度

目標値 - - - - - 420.5回 - 430.2回 455.5回

実績値 385.5回 401.5回 400.1回 414.3回 430.5回 - - - -

対27年度 89.6% 93.3% 93.0% 96.3% 100.1% - - - -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど
▼年間公共交通利用回数は、平成27年度までの目標値（430.2回）を平成24年度に達成した。
▼これは、鉄道、路線バス、コミュニティバスのいずれもが順調に乗降客数を増やしてきた結果である。しかしながら、辻堂
駅周辺地区の開発で流入人口が増えたことによる影響も併せて加味する必要がある。
▼指標の設定は、主に公共交通の利用状況を示したものとなっているが、施策目標「住みやすく住み続けたいまちをつくる」
に向けて、自転車プラン推進事業、都市防災推進事業、都市マスタープランの見直し、バリアフリー基本構想の策定など、
様々な事業を展開してきた。
▼今後においても、市民の生活の質向上に資する取り組みを総合的に展開し、施策目標の実現を目指す。



３８　美しい景観を形成し、命をはぐくむみどりを保全・再生・創出する 担当課名　景観みどり課

- -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど
▼景観資源である景観重要樹木等の指定については、平成２３年度に３件の指定を行っているが、その後は管理面の課題が多
く、平成２５年度の目標値である１１件に達していない。
▼美しい景観を形成するため、平成２０年７月に策定した茅ヶ崎市景観計画に基づき、景観重要樹木やちがさき景観資源、特
別景観まちづくり地区の指定などの取組を行ってきた。
▼今後、次期景観計画を策定する時期を迎えるが、策定に当たっては、景観という視点に留まらず、みどりや都市防災をも含
め、面的な施策展開を図る。
▼茅ヶ崎市における公共サインのあり方を整理し、順次整備していく。

- - -

対27年度 - 53.8% 53.8% 76.9% 76.9% 76.9%

-

-

13件 -

実績値 - 7件 7件 10件 10件 10件

２６年度 ２７年度 ３２年度
目標値 - - - - - 11件

施策目標の達成状況を測る指標 指標設定の考え方

景観資源の指定件数

　地域のシンボルとして、市民などに親しまれている歴史的建造物や樹木を
景観資源に指定する。景観資源の維持管理を実施するとともに市民などに広
く周知・啓発活動を行う。※景観資源：景観法に基づき規定する景観重要建造物、
景観重要樹木及び茅ヶ崎市景観条例に基づき指定するちがさき景観資源

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

政策的事業数 16件 定例的・定型的事業数 15件 職員数 常勤 11 人 その他

施策目標の達成に向けた取り組み方針
▼本市の景観資源を保全・活用し、市民と協働しながら、本市の地域特性にあった景観を形成する。
▼景観計画やみどりの基本計画前期報告書を受け、各計画の中期、後期についての更新・改訂を行う。
▼豊かな自然環境を保全し、次世代に継承するため、特別緑地保全地区に指定した清水谷の整備や自然環境評価を行う。

一般会計
２０年度
決算額

２１年度
決算額

２２年度
決算額

２３年度
決算額

２４年度
決算額

２５年度
決算額

２６年度
予算額

２７年度
計画額

施策推進コスト 109,954 140,592 161,273 153,725 182,392 166,789 152,173 155,216

対前年度比（増減率） - 27.9% 14.7% -4.7% 18.6% -8.6% -8.8% 2.0%

部局内での割合 14.8% 17.6% 19.9% 20.3% 23.2% 21.7% 18.6% 19.5%

事業実施コスト 41,770 75,752 66,715 57,605 87,012 79,389 64,773 67,816

従事職員概算コスト 68,184 64,840 94,558 96,120 95,380 87,400 87,400 87,400

常勤職員数 9人 9人 12人 12人 12人 11人 11人 11 人

その他の職員 - - 1人 1人 1人 - - -

施策目標の達成状況を測る指標 指標設定の考え方

市域面積における緑地面積率
　市域の緑地面積を測る。みどりの保全・再生・創出を効果的に実施し、緑
地面積を増やす。
　※緑地面積率：公園・農園・緑地などの合計面積を市域面積で除したもの。

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度
目標値 - - - - - 19.3% - 20.0% 22.0%

実績値 - 17.4% - 17.9% - - - - -

対27年度 - 87.0% - 89.5% - - - - -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど
▼市域の緑地面積については、平成21年度の17.4%から比較すると、茅ヶ崎里山公園の供用開始や清水谷の特別緑地保全地区
の指定により、平成23年度は17.9%であり、緩やかに増加している。しかしながら、茅ヶ崎市みどりの基本計画の策定時に設
定した伸び率（年0.5%増）には至っていない。
▼みどりの保全や緑化の推進を図るため、従前から実施してきた生け垣保全事業や保存樹林・樹木事業のほか、新たにグリー
ンバンク事業や記念樹配布事業などを実施してきた。
▼都市化の進行に伴い、茅ヶ崎らしい豊かな自然環境や生きものの生息空間が失われつつあり、みどりの減少を食い止め、保
全・再生・創出を図っていくことが喫緊の課題となっている。また、生きものの生息地をみどりでつなぐ生態系ネットワーク
の形成も求められている。
▼自然環境評価調査において特に重要と評価されたコア地域の保全管理体制の構築を図るとともに、都市計画制度の適切な活
用を視野に入れた市街地の緑化及び自然環境豊かな地域におけるみどりの保全を図る包括的なルールの整備を図る。



３９　安全で秩序ある住環境を形成する 担当課名　建築指導課

４０　開発行為時の規制と秩序あるまちづくりを促進する 担当課名　開発審査課

政策的事業数 2件 定例的・定型的事業数 17件 職員数 常勤 20 人 その他 4 人

施策目標の達成に向けた取り組み方針
▼建築基準法、都市計画法や市条例に基づき、建築確認や許認可制度の適正な運用を行う。
▼耐震改修促進計画に基づき、市内の建築物の耐震化を促進する。

一般会計
２０年度
決算額

２１年度
決算額

２２年度
決算額

２３年度
決算額

２４年度
決算額

２５年度
決算額

２６年度
予算額

２７年度
計画額

施策推進コスト 171,260 226,273 213,138 214,037 202,185 211,647 237,713 237,713
対前年度比（増減率） - 32.1% -5.8% 0.4% -5.5% 4.7% 12.3% 0.0%
部局内での割合 23.1% 28.3% 26.3% 28.3% 25.8% 27.5% 29.1% 29.8%
事業実施コスト 27,959 85,646 71,580 68,008 43,806 55,413 79,570 79,570
従事職員概算コスト 143,301 140,627 141,558 146,029 158,379 156,234 158,143 158,143
常勤職員数 18人 18人 18人 19人 20人 20人 20人 20 人
その他の職員 3人 3人 4人 4人 4人 4人 3人 3 人
施策目標の達成状況を測る指標 指標設定の考え方

建築物の耐震化率
上段：特定建築物の耐震化率
下段：住宅の耐震化率

　市内の特定建築物及び住宅がどれだけ耐震化されているかを測る。耐震改
修促進計画に基づき、補助金を交付することにより耐震化を促進し、普及・
啓発活動により、住宅などの耐震化率を向上させる。

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度
目標値 - - - - - 89.0% - 90.0% -
実績値 - 86.1% 86.7% 87.1% - - - - -

対27年度 - 95.7% 96.3% 96.8% - - - - -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど
▼住宅及び特定建築物の耐震化率の向上を図るため、「茅ヶ崎市耐震改修促進計画」に基づき、市民・事業者と協働した周知
啓発活動や木造住宅及び特定建築物に対する補助事業を実施している。
▼しかし、建築物の耐震化の伸び率を分析すると、対象建築物の所有者の高齢化や市民の経済的負担が大きいことなどが要因
となり、平成27年度の目標値の達成は大変難しいことが見込まれる。
▼住宅の耐震化については、建物所有者に対する耐震化の重要性についての周知啓発活動及び市民の経済的負担を軽減するた
めの補助等の支援は今後も継続して実施していく必要がある。特定建築物については、被災時の復旧・復興における緊急輸送
路の通行の確保のため、沿道建築物の耐震化が必要である。また、不特定多数の方々が利用する一定規模以上の建築物につい
ては、倒壊した場合に大きな被害が発生するおそれがあることから、これらについて耐震化を促進すること等防災上効果のあ
る施策を実施する。
▼総合的に推進するため、平成27年度までに「茅ヶ崎市耐震改修促進計画」の見直しを行う。
▼安全で秩序ある住環境の形成を図るため、建築確認・許認可制度を適正に運用するとともに、指定確認検査機関への確認申
請件数が増加傾向にある中、当該機関への建築確認申請に対しても、関係部局と連携した指導・助言を実施している。

政策的事業数 - 定例的・定型的事業数 24件 職員数 常勤 10 人 その他 1 人

施策目標の達成に向けた取り組み方針
▼無秩序な市街化を防ぎ、住民に健康で文化的な居住性の高い生活環境を保障するため、法令や条例など一定の基準に従っ
て、土地利用の規制・誘導を行う。▼茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準等に関する条例や都市計画法に基づき開発
事業者等へ厳正に指導する。

一般会計
２０年度
決算額

２１年度
決算額

２２年度
決算額

２３年度
決算額

２４年度
決算額

２５年度
決算額

２６年度
予算額

２７年度
計画額

施策推進コスト 94,339 83,082 91,650 92,148 84,561 87,275 94,348 94,348

対前年度比（増減率） - -11.9% 10.3% 0.5% -8.2% 3.2% 8.1% 0.0%

部局内での割合 12.7% 10.4% 11.3% 12.2% 10.8% 11.3% 11.5% 11.8%

事業実施コスト 516 450 468 445 508 462 824 824

従事職員概算コスト 93,823 82,632 91,182 91,703 84,053 86,813 93,524 93,524

常勤職員数 10人 10人 10人 10人 10人 10人 10人 10 人

その他の職員 - - - - - 1人 1人 1 人

施策目標の達成状況を測る指標 指標設定の考え方

開発許可事務及び特定開発事業確定事務の
処理期間

　開発許可及び特定開発事業確定事務の処理日数を測ります。適正な審査を
行うとともに、事務の迅速化を図る。

１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ３２年度
目標値 - - - - - 25日 - 25日 -

実績値 - 28日 28日 27日 27日 25日 - - -

対27年度 - 89.3% 89.3% 92.6% 92.6% 100.0% - - -

施策目標達成状況における分析・課題認識・今後の取り組みなど
▼開発許可事務及び特定開発事業確定事務の処理期間を短縮することについて、平成27年度における目標日数を平成25年度に
達成した。
▼開発行為時の規制と秩序あるまちづくりを促進するため、茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準等に関する条例に基
づく指導及び特定開発事業の締結、都市計画法第２９条における開発許可を実施している。
▼今後においても、開発許可事務及び特定開発事業確定事務の処理期間の更なる短縮を目指す。

84.0%
１７年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

-

２６年度 ２７年度 ３２年度
目標値 - - - - -

-

- 90.0% -
実績値 - 77.8% 79.4% 80.5% -

対27年度 - 86.4% 88.2% 89.4% - - - -
- - -


